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「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定経過

平成２２年

４月

子ども・若者育成支援推進法 施行

７月 子ども・若者ビジョン 施行

平成２３年

３月

“ふじのくに”子ども・若者プラン 策定

平成２４年

５月

「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第１回）○計画（骨子）提出

６月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第２回）○計画（素案）協議

６月 富士宮市青少年健全育成推進会議

○計画（素案）協議

７月 富士宮市青少年育成センター運営協議会

○計画（素案）協議

７月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第３回）○計画（素案）協議

９月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第４回）○計画（素案）協議

１０月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第５回）○計画（素案）修正案協議

１０月 富士宮市青少年健全育成推進会議

○計画（素案）修正案協議

１０月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第６回）○計画（案）協議

１１月 富士宮市青少年育成センター運営協議会

○計画（案）協議

１１月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第７回）○計画（案）協議

11 月 19 日～

12 月 18 日

パブリック・コメント実施

○パブリック・コメント意見の集約、原稿修正完了

１２月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第８回）○計画（案）協議

１２月 富士宮市青少年健全育成推進会議

○計画（案）協議
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１月 「富士宮市子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググル

ープ委員会（第９回）○計画（案）協議

１月 富士宮市青少年育成センター運営協議会

○計画（案）協議

１月 教育委員会定例会

「富士宮市子ども・若者プラン（案）」の報告

２月 「富士宮市子ども・若者プラン（案）」の決定

４月以降 「富士宮市子ども・若者支援協議会」設置

（設置要綱の作成）

「子ども・若者育成支援計画」策定ワーキンググループ委員名簿

所 属 課 役 職 氏 名

委員長 社会教育課 課長 山口 眞理子

委 員 福祉企画課 福祉企画係

主幹兼係長

笠井 秀治

委 員 福祉総合相談課 福祉相談支援係

主幹兼係長

佐野 俊寿

委 員 子ども未来課 子育て支援係長 佐野 英則

委 員 健康増進課 母子保健係長 山口 多佳子

委 員 商工振興課 参事兼工業振興・

労政係長

植松 康夫

委 員 学校教育課 指導係

主幹兼係長

望月 俊伸

事務局 社会教育課 家庭・青少年係

主幹兼係長

齋藤 秀幸

事務局 社会教育課 家庭・青少年係

主査

佐野 一臣
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富士宮市青少年健全育成推進会議設置要綱

（設置）

第１条 富士宮市では、青少年の健全育成を図るため、富士宮市青少年健全育成推進

会議（以下「推進会議」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 推進会議は、次に掲げる事務を所掌する。

(1) 青少年健全育成に係る総合的かつ効果的な施策に関すること。

(2) 青少年健全育成に係る連絡及び調整に関すること。

(3) その他青少年健全育成に関すること。

（組織）

第３条 推進会議は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。

２ 委員長は、教育次長、副委員長は社会教育課長及び防災生活課長をもって充て

る。

３ 委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員長は、推進会議を総括する。

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、そ

の職務を代理する。

（会議）

第５条 推進会議は、必要に応じて委員長が召集し、会議の議長となる。

２ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者を出席させ、説明又

は意見を求めることができる。

（庶務）

第６条 推進会議の庶務は、教育委員会事務局社会教育課において処理する。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める。

附 則

この要綱は、平成１０年４月８日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。
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附 則

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

行 政 課 長

農 政 課 長

商 工 振 興 課 長

福 祉 企 画 課 長

子ども未来課長

健 康 増 進 課 長

福祉総合相談課長

学 校 教 育 課 長

スポーツ振興課長

予 防 課 長
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富士宮市青少年育成センター設置要綱

（目 的）

第１条 この要綱は、青少年に関係ある機関及び団体が相互に協力して、青少年に関

する相談及び補導活動を総合的かつ効果的に推進することを目的とする。

（名称及び位置）

第２条 青少年育成センターの名称及び位置は、次のとおりとする。

名 称 富士宮市青少年育成センター

位 置 富士宮市弓沢町１５０番地

（業 務）

第３条 富士宮市青少年育成センター（以下「センター」という）は、次の業務を行

う。

(１) 青少年についての相談受理及びこれに対する措置に関すること。

(２) 街頭補導及び継続補導の活動に関すること。

(３) 資料の収集及び整理保存に関すること。

(４) その他目的達成に必要なこと。

（職 員）

第４条 センターに所長その他の職員を置く。

（運営協議会）

第５条 センターの適切な運営をはかるため、富士宮市青少年育成センター運営協

議会（以下「協議会」という）を置く。

２ 協議会の委員の数は、１５人以内とする。

３ 協議会委員は、青少年に関係のある機関の職員及び団体員並びに学識経験者の

中から教育委員会が依頼し、又は指名する。

（任 期）

第６条 協議会委員の任期は２年とし、再任することができる。ただし、補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第７条 協議会に会長及び副会長を１人ずつ置く。

２ 会長及び副会長は、委員のなかから互選する。

３ 会長は、会務を総理し、会議の議長とする。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代理する。

（会 議）

第８条 協議会は、会長が招集し、委員の過半数が出席しなければ会議を開くこと

はできない。

２ 議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。
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（青少年指導員）

第９条 青少年の補導活動を行うため、センターに青少年指導員を置き、その数は

１７０人以内とする。

２ 青少年指導員は、青少年に関係のある機関の職員及び団体員並びに民間有志のな

かから区長又は、学校長が推薦し、教育委員会が委嘱又は任命する。

３ 青少年指導員の任期は２年とする。ただし補欠青少年指導員の任期は、前任者の

残任期間とする。

（青少年指導員の業務）

第１０条 青少年指導員は、業務計画に基づき、補導業務に従事する。

２ 青少年指導員は、業務について相互の連絡と情報交換のため、必要に応じて会議

を開くものとする。

３ 青少年指導員は、業務上、知り得た秘密を漏らしてはならない。

（青少年相談センター）

第１１条 青少年にかかわる相談業務を行うため、センターに青少年相談センター

（以下「相談センター」という。）を置く。

２ 相談センターに相談センター長その他の職員を置く。

（相談奉仕員）

第１２条 青少年にかかわる相談業務を行うため、相談センターに相談奉仕員として

電話相談奉仕員及び面接相談奉仕員を置く。

２ 電話相談奉仕員は１９人以内、面接相談奉仕員は１０人以内とし、社会教育及び

青少年教育に理解があり、かつ、奉仕の精神、豊かな識見、円滑な人格を有する者

の中から教育委員会が委嘱する。

３ 電話相談奉仕員及び面接相談奉仕員は、これを兼ねることができない。

４ 相談奉仕員の任期は２年以内とし、再任を妨げない。

（相談奉仕員の業務）

第１３条 相談奉仕員は、業務計画に基づき、青少年に関する市民からの相談に当た

る。

２ 相談奉仕員は、業務上知り得た秘密を漏らしたり、信用を失墜したりするような

言動をしてはならない。

（備付簿冊）

第１４条 センター備付簿冊は、次のとおりとする。

(１) 運営協議会委員、青少年指導員及び相談奉仕員の名簿

(２) 運営協議会会議録

(３) 相談及び補導日誌

(４) 相談受理簿

(５) その他必要な簿冊
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（委 任）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項を別に定める。

附 則

この要綱は、昭和４５年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、昭和６０年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、昭和６１年４月１７日から施行する。

附 則

この要綱は、昭和６３年３月１２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３年１１月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成５年９月１０日から施行する。

附 則

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成７年５月１８日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際、現に改正前の第１１条の規定により委嘱されている電話相

談奉仕員は改正後の第１１条の規定により委嘱された電話奉仕員とみなす。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際現に相談室長である者は、改正後の第１１条第２項の相談セ

ンター長とみなす。

附 則

（施行期日）
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１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際現に改正前の第５条第３項の規定により委嘱又は任命されて

いる者は、改正後の第５条第３項の規定により依頼され、又は指名された者とみな

す。

附 則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。
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子ども・若者育成支援推進法

（平成二十一年七月八日）

（法律第七十一号）

第百七十一回通常国会

麻生内閣

子ども・若者育成支援推進法をここに公布する。

子ども・若者育成支援推進法

目次

第１章 総則（第一条―第六条）

第２章 子ども・若者育成支援施策（第七条―第十四条）

第３章 子ども・若者が社会生活を円滑に営むことができるようにするための支援

（第十五条―第二十五条）

第４章 子ども・若者育成支援推進本部（第二十六条―第三十三条）

第５章 罰則（第三十四条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この法律は、子ども・若者が次代の社会を担い、その健やかな成長が我が

国社会の発展の基礎をなすものであることにかんがみ、日本国憲法及び児童の権

利に関する条約の理念にのっとり、子ども・若者をめぐる環境が悪化し、社会生

活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者の問題が深刻な状況にあること

を踏まえ、子ども・若者の健やかな育成、子ども・若者が社会生活を円滑に営む

ことができるようにするための支援その他の取組（以下「子ども・若者育成支援」

という。）について、その基本理念、国及び地方公共団体の責務並びに施策の基

本となる事項を定めるとともに、子ども・若者育成支援推進本部を設置すること

等により、他の関係法律による施策と相まって、総合的な子ども・若者育成支援

のための施策（以下「子ども・若者育成支援施策」という。）を推進することを

目的とする。

（基本理念）

第２条 子ども・若者育成支援は、次に掲げる事項を基本理念として行われなけれ

ばならない。

一人一人の子ども・若者が、健やかに成長し、社会とのかかわりを自覚しつつ、

自立した個人としての自己を確立し、他者とともに次代の社会を担うことができ

るようになることを目指すこと。

２ 子ども・若者について、個人としての尊厳が重んぜられ、不当な差別的取扱い

を受けることがないようにするとともに、その意見を十分に尊重しつつ、その最
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善の利益を考慮すること。

３ 子ども・若者が成長する過程においては、様々な社会的要因が影響を及ぼすも

のであるとともに、とりわけ良好な家庭的環境で生活することが重要であること

を旨とすること。

４ 子ども・若者育成支援において、家庭、学校、職域、地域その他の社会のあら

ゆる分野におけるすべての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力

しながら一体的に取り組むこと。

５ 子ども・若者の発達段階、生活環境、特性その他の状況に応じてその健やかな

成長が図られるよう、良好な社会環境（教育、医療及び雇用に係る環境を含む。

以下同じ。）の整備その他必要な配慮を行うこと。

６ 教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野における

知見を総合して行うこと。

７ 修学及び就業のいずれもしていない子ども・若者その他の子ども・若者であっ

て、社会生活を円滑に営む上での困難を有するものに対しては、その困難の内容

及び程度に応じ、当該子ども・若者の意思を十分に尊重しつつ、必要な支援を行

うこと。

（国の責務）

第３条 国は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

子ども・若者育成支援施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第４条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子ども・若者育成支援に関し、国

及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その区域内における子ども・若者の

状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（法制上の措置等）

第５条 政府は、子ども・若者育成支援施策を実施するため必要な法制上又は財政

上の措置その他の措置を講じなければならない。

（年次報告）

第６条 政府は、毎年、国会に、我が国における子ども・若者の状況及び政府が講

じた子ども・若者育成支援施策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、

これを公表しなければならない。

第２章 子ども・若者育成支援施策

（子ども・若者育成支援施策の基本）

第７条 子ども・若者育成支援施策は、基本理念にのっとり、国及び地方公共団体

の関係機関相互の密接な連携並びに民間の団体及び国民一般の理解と協力の下に、

関連分野における総合的取組として行われなければならない。
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（子ども・若者育成支援推進大綱）

第８条 子ども・若者育成支援推進本部は、子ども・若者育成支援施策の推進を図

るための大綱（以下「子ども・若者育成支援推進大綱」という。）を作成しなけ

ればならない。

２ 子ども・若者育成支援推進大綱は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。

一 子ども・若者育成支援施策に関する基本的な方針

二 子ども・若者育成支援施策に関する次に掲げる事項

イ 教育、福祉、保健、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野にお

ける施策に関する事項

ロ 子ども・若者の健やかな成長に資する良好な社会環境の整備に関する事項

ハ 第二条第七号に規定する支援に関する事項

ニ イからハまでに掲げるもののほか、子ども・若者育成支援施策に関する重

要事項

三 子ども・若者育成支援施策を総合的に実施するために必要な国の関係行政機

関、地方公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関する事項

四 子ども・若者育成支援に関する国民の理解の増進に関する事項

五 子ども・若者育成支援施策を推進するために必要な調査研究に関する事項

六 子ども・若者育成支援に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項

七 子ども・若者育成支援に関する国際的な協力に関する事項

八 前各号に掲げるもののほか、子ども・若者育成支援施策を推進するために必

要な事項

３ 子ども・若者育成支援推進本部は、第一項の規定により子ども・若者育成支援

推進大綱を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。これを

変更したときも、同様とする。

（都道府県子ども・若者計画等）

第９条 都道府県は、子ども・若者育成支援推進大綱を勘案して、当該都道府県の

区域内における子ども・若者育成支援についての計画（以下この条において「都

道府県子ども・若者計画」という。）を作成するよう努めるものとする。

２ 市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が作成

されているときは、子ども・若者育成支援推進大綱及び都道府県子ども・若者計

画）を勘案して、当該市町村の区域内における子ども・若者育成支援についての

計画（次項において「市町村子ども・若者計画」という。）を作成するよう努め

るものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県子ども・若者計画又は市町村子ども・若者計

画を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。これを変更し
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たときも、同様とする。

（国民の理解の増進等）

第１０条 国及び地方公共団体は、子ども・若者育成支援に関し、広く国民一般の

関心を高め、その理解と協力を得るとともに、社会を構成する多様な主体の参加

による自主的な活動に資するよう、必要な啓発活動を積極的に行うものとする。

(社会環境の整備）

第１１条 国及び地方公共団体は、子ども・若者の健やかな成長を阻害する行為の

防止その他の子ども・若者の健やかな成長に資する良好な社会環境の整備につい

て、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（意見の反映）

第１２条 国は、子ども・若者育成支援施策の策定及び実施に関して、子ども・若

者を含めた国民の意見をその施策に反映させるために必要な措置を講ずるものと

する。

（子ども・若者総合相談センター）

第１３条 地方公共団体は、子ども・若者育成支援に関する相談に応じ、関係機関

の紹介その他必要な情報の提供及び助言を行う拠点（第二十条第三項において「子

ども・若者総合相談センター」という。）としての機能を担う体制を、単独で又

は共同して、確保するよう努めるものとする。

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第１４条 国は、子ども・若者育成支援施策に関し、地方公共団体が実施する施策

及び民間の団体が行う子ども・若者の社会参加の促進その他の活動を支援するた

め、情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第３章 子ども・若者が社会生活を円滑に営むことができるようにするための支援

（関係機関等による支援）

第１５条 国及び地方公共団体の機関、公益社団法人及び公益財団法人、特定非営

利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法

人その他の団体並びに学識経験者その他の者であって、教育、福祉、保健、医療、

矯正、更生保護、雇用その他の子ども・若者育成支援に関連する分野の事務に従

事するもの（以下「関係機関等」という。）は、修学及び就業のいずれもしてい

ない子ども・若者その他の子ども・若者であって、社会生活を円滑に営む上での

困難を有するものに対する次に掲げる支援（以下この章において単に「支援」と

いう。）を行うよう努めるものとする。

一 社会生活を円滑に営むことができるようにするために、関係機関等の施設、

子ども・若者の住居その他の適切な場所において、必要な相談、助言又は指導

を行うこと。
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二 医療及び療養を受けることを助けること。

三 生活環境を改善すること。

四 修学又は就業を助けること。

五 前号に掲げるもののほか、社会生活を営むために必要な知識技能の習得を

助けること。

六 前各号に掲げるもののほか、社会生活を円滑に営むことができるようにす

るための援助を行うこと。

２ 関係機関等は、前項に規定する子ども・若者に対する支援に寄与するため、当

該子ども・若者の家族その他子ども・若者が円滑な社会生活を営むことに関係す

る者に対し、相談及び助言その他の援助を行うよう努めるものとする。

（関係機関等の責務）

第１６条 関係機関等は、必要な支援が早期かつ円滑に行われるよう、次に掲げる

措置をとるとともに、必要な支援を継続的に行うよう努めるものとする。

一 前条第一項に規定する子ども・若者の状況を把握すること。

二 相互に連携を図るとともに、前条第一項に規定する子ども・若者又は当該子

ども・若者の家族その他子ども・若者が円滑な社会生活を営むことに関係する

者を必要に応じて速やかに適切な関係機関等に誘導すること。

三 関係機関等が行う支援について、地域住民に周知すること。

（調査研究の推進）

第１７条 国及び地方公共団体は、第十五条第一項に規定する子ども・若者が社会

生活を円滑に営む上での困難を有することとなった原因の究明、支援の方法等に

関する必要な調査研究を行うよう努めるものとする。

（人材の養成等）

第１８条 国及び地方公共団体は、支援が適切に行われるよう、必要な知見を有す

る人材の養成及び資質の向上並びに第十五条第一項各号に掲げる支援を実施する

ための体制の整備に必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（子ども・若者支援地域協議会）

第１９条 地方公共団体は、関係機関等が行う支援を適切に組み合わせることによ

りその効果的かつ円滑な実施を図るため、単独で又は共同して、関係機関等によ

り構成される子ども・若者支援地域協議会（以下「協議会」という。）を置くよ

う努めるものとする。

２ 地方公共団体の長は、協議会を設置したときは、内閣府令で定めるところによ

り、その旨を公示しなければならない。

（協議会の事務等）

第２０条 協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報の交換を行うと

ともに、支援の内容に関する協議を行うものとする。
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２ 協議会を構成する関係機関等（以下「構成機関等」という。）は、前項の協議

の結果に基づき、支援を行うものとする。

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認め

るとき、又は構成機関等による支援の実施に関し他の構成機関等から要請があっ

た場合において必要があると認めるときは、構成機関等（構成機関等に該当しな

い子ども・若者総合相談センターとしての機能を担う者を含む。）に対し、支援

の対象となる子ども・若者に関する情報の提供、意見の開陳その他の必要な協力

を求めることができる。

（子ども・若者支援調整機関）

第２１条 協議会を設置した地方公共団体の長は、構成機関等のうちから一の機関

又は団体を限り子ども・若者支援調整機関（以下「調整機関」という。）として

指定することができる。

２ 調整機関は、協議会に関する事務を総括するとともに、必要な支援が適切に行

われるよう、協議会の定めるところにより、構成機関等が行う支援の状況を把握

しつつ、必要に応じて他の構成機関等が行う支援を組み合わせるなど構成機関等

相互の連絡調整を行うものとする。

（子ども・若者指定支援機関）

第２２条 協議会を設置した地方公共団体の長は、当該協議会において行われる支

援の全般について主導的な役割を果たす者を定めることにより必要な支援が適切

に行われることを確保するため、構成機関等（調整機関を含む。）のうちから一

の団体を限り子ども・若者指定支援機関（以下「指定支援機関」という。）とし

て指定することができる。

２ 指定支援機関は、協議会の定めるところにより、調整機関と連携し、構成機関

等が行う支援の状況を把握しつつ、必要に応じ、第十五条第一項第一号に掲げる

支援その他の支援を実施するものとする。

（指定支援機関への援助等）

第２３条 国及び地方公共団体は、指定支援機関が前条第二項の業務を適切に行う

ことができるようにするため、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努

めるものとする。

２ 国は、必要な支援があまねく全国において効果的かつ円滑に行われるよう、前

項に掲げるもののほか、指定支援機関の指定を行っていない地方公共団体（協議

会を設置していない地方公共団体を含む。）に対し、情報の提供、助言その他必

要な援助を行うものとする。

３ 協議会及び構成機関等は、指定支援機関に対し、支援の対象となる子ども・若

者に関する情報の提供その他必要な協力を行うよう努めるものとする。
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（秘密保持義務）

第２４条 協議会の事務（調整機関及び指定支援機関としての事務を含む。以下こ

の条において同じ。）に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当

な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（協議会の定める事項）

第２５条 第十九条から前条までに定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、協議会が定める。

第４章 子ども・若者育成支援推進本部

（設置）

第２６条 内閣府に、特別の機関として、子ども・若者育成支援推進本部（以下「本

部」という。）を置く。

（所掌事務等）

第２７条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 子ども・若者育成支援推進大綱を作成し、及びその実施を推進すること。

二 前号に掲げるもののほか、子ども・若者育成支援に関する重要な事項につい

て審議すること。

三 前二号に掲げるもののほか、他の法令の規定により本部に属させられた事務

２ 本部は、前項第一号に掲げる事務を遂行するため、必要に応じ、地方公共団体

又は協議会の意見を聴くものとする。

（組織）

第２８条 本部は、子ども・若者育成支援推進本部長、子ども・若者育成支援推進

副本部長及び子ども・若者育成支援推進本部員をもって組織する。

（子ども・若者育成支援推進本部長）

第２９条 本部の長は、子ども・若者育成支援推進本部長（以下「本部長」という。）

とし、内閣総理大臣をもって充てる。

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。

（子ども・若者育成支援推進副本部長）

第３０条 本部に、子ども・若者育成支援推進副本部長（以下「副本部長」という。）

を置き、内閣官房長官並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第九条

第一項に規定する特命担当大臣であって同項の規定により命を受けて同法第四条

第一項第十四号に掲げる事項に関する事務及びこれに関連する同条第三項に規定

する事務を掌理するものをもって充てる。

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。

（子ども・若者育成支援推進本部員）

第３１条 本部に、子ども・若者育成支援推進本部員（次項において「本部員」と
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いう。）を置く。

２ 本部員は、次に掲げる者をもって充てる。

一 国家公安委員会委員長

二 総務大臣

三 法務大臣

四 文部科学大臣

五 厚生労働大臣

六 経済産業大臣

七 前各号に掲げるもののほか、本部長及び副本部長以外の国務大臣のうちから、

内閣総理大臣が指定する

（資料提出の要求等）

第３２条 本部は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関

係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求め

ることができる。

２ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項

に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。

（政令への委任）

第３３条 第二十六条から前条までに定めるもののほか、本部の組織及び運営に関

し必要な事項は、政令で定める。

第５章 罰則

第３４条 第二十四条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の

罰金に処する。

附 則 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。

（平成二一年政令第二八〇号で平成二二年四月一日から施行）

（検討）

第２条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、我が国における

子ども・若者をめぐる状況及びこの法律の施行の状況を踏まえ、子ども・若者育

成支援施策の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。


